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•はじめに
•財政民主主義の基本は、議会での予算案審議。その中心となる
のが予算委員会審議だが、今日の我が国の予算委員会は予算案
に関しての審議をほとんど行っていない。これは、世界でも例
のないことである。

•実は、戦前の予算委員会ではそんなことはなかった。それが、
変わってしまったのは、先の大戦後、占領軍最高司令部
（GHQ）の担当課長が、それまでの英国流の本会議中心主義を、
米国流の委員会中心主義に変更させた結果。

•それは、本会議審議の形骸化を招き、それを予算委員会が補完
することになり、その結果、予算委員会での予算案審議がほと
んど行われなくなってしまったのである。
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第６０回帝国議会と第６２回帝国議会における高橋蔵相の答弁

•昭和７年の第６０回帝国議会貴族院本会議では、高橋是清と井
上準之助との間で激しい経済・財政論争が行われた。

•高橋蔵相が井上前蔵相を批判して金輸出再禁止の正当性を説明
したのに対して、井上は高橋の現状認識は全部間違っている、
金本位制は守るべきもので、もう少しで守れたのを台無しにし
たのが高橋財政である。その結果、思惑でドルを買ったものに
不当の利益を得させて政治道徳にも反することになり、社会思
想の悪化が憂慮されるところになっている。金輸出再禁止によ
る為替相場の低下は、国内物価の高騰を招くばかりで問題だと
批判した。
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• 5・15事件明けの第６２回帝国議会には歳入歳出総予算追加案
が提出され、予算委員会では、風雲急を告げる時局の下、経済、
財政、外交、軍事、政治思想といった様々な問題が取り上げら
れた。

•政友会の代議士からは、民政党の政策を批判して高橋財政を擁
護する議論が、民政党の代議士からは、政友会を批判して高橋
財政を批判する議論が繰り広げられた。

•民政党の委員と高橋蔵相の論争には、一見、すれ違いと見える
ものが多いが、実はそこに、当時一般の人々には理解されな
かった高橋是清の財政理論と民政党の政権担当能力とを見出す
ことが出来る。

•第６２回帝国議会の質疑で明らかになった高橋の財政理論は、
当時、まだ知られていなかったケインズ経済学そのものだった。
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帝国議会審議から明らかになる高橋是清の財政理論と民政党の政
権担当能力

•ケインズ経済学の基本は、不況期には積極的な金融・財政政策
で有効需要を喚起して不況からの回復を図ることが出来るが、
不況期以外にケインズ的な金融・財政政策をとって景気を刺激
しても、それが経済成長に結びつくことはないというもの。

• そのことを明言していたケインズに、では何が経済成長をもた
らすのかと問うた人に対する答えは、「アニマル・スピリッ
ト」だった。

•ただ、高橋是清の頭の中で、不況からの回復のための政策と経
済成長のための政策を明確に分ける理論構成はなされておらず、
答弁の混乱を問われての高橋の答弁は「常識が大切」だといっ
たものだった。
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•本会議の最終討論で民政党の川崎代議士が述べた高橋財政への
批判は、不況という経済の状況を踏まえていなかった点を除け
ば極めてまっとうなものだった。

•高橋は、景気が回復するとケインズ的な景気回復策から脱却し、
民政党が主張していた健全財政路線を力強く押し進めていった。
そのような高橋財政期は、当時「健全財政の時代」と呼ばれて
いた。

•軍事費の圧力から健全財政路線が足踏みする中、金融市場逼迫
の報告を受けて高橋が昭和１１年度予算編成に向けて打ち出し
たのが、健全財政路線をさらに進める「公債漸減方針」だった。

•その高橋の昭和１１年度予算案に反発したのが、当初高橋を支
持していた政友会で、予算案が提出された第６８帝国議会に内
閣不信任案を提出して解散・総選挙となった。
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•総選挙では、政友会の思惑に反して民政党が大勝。

•民政党の大勝の背景にあったのが、民政党の政策立案能力への
国民の期待。民政党の政権担当能力を鍛え上げたのが、戦前の
帝国議会予算委員会における与野党の論戦だった。

•選挙結果を受けて、選挙後には高橋を中心とした挙国一致大連
合が模索される状況になっていた。

•そのような戦前の財政民主主義を押しつぶしたのが、２．２６
事件

•２・２６事件は、明治憲法下で育まれてきた財政民主主義が、
恐怖による言論圧殺に押しつぶさる時代の始まりを画する事件
となった。
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２０２２年度日本経済学会春季大会
パネル討論

２０２２年５月２９日

コロナ後を見据えた財政・金融政策（抄）

超高齢化に直面している日本の財政の将来、為替市場へのインパクト

国家公務員共済組合連合会理事長・元内閣府事務次官

松 元 崇
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• 「私は経済成長についての計画主義者ではない。（中略）私の興味は計画にあるのでは
なくて、可能性の探求にある。（中略）国民の創造力に即して、その開発と解放の条件
を検討することである」何が「経済成長を推進するのか。これは要するに人間だという
ことです。人間の創造力だということです。（中略）そういうものが自由に発揮される
ということがあって、はじめて経済の成長を推進するような力が生まれてくる」（ｐ６．
Ｐ３７８）

注）ケインズは、ケインズ的な経済政策で経済成長はもたらされないと明言していた。では、何が

経済成長をもたらすのかと問われたときのケインズの答えは「アニマル・スピリット」だった。

• 下村が「私は経済成長についての計画主義者ではない」としたのは、経済成長の条件を
整備する計画まで否定したものではなかった。下村は、「国民の創造力に即して、その
開発と開放の条件を検討すること」が必要だとしていた。その条件は、教育、科学技術
の振興、勤労者の就業機会の改善や、産業関連施設その他の公共施設、環境衛生施設、
運輸通信設備等の各分野にわたっていた。「所得倍増計画」は、①社会資本の充実、②
産業構造高度化への誘導、③貿易と国際経済協力の促進、④人的能力の向上と科学技術
の振興、⑤二重構造の緩和と社会的安定の確保をうたっていた。
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オイルショック後の下村治（「ゼロ成長 脱出の条件」１９７６年）

• 「いつでも高度成長を主張するのが高度成長論者だというのであれば、私は高度成長論着
ではないことになる。また、いつでも低成長かゼロ成長を主張するのがゼロ成長論者ない
し安定成長論者だというならば、私はゼロ成長論者でも安定成長論着でもない。私は、い
つでも、与えられた条件の許すかぎり、できるだけ積極的、能動的に創意工夫を重ねて、
可能性の開拓に努力すべきだという立場をとるだけである」（同書、まえがき）

• 石油危機後、経済が「落ち込んだわけであるが、この落込みがなんであったかをはっきり
と認識する必要があると思う。

• 「GNPギャップ論は、（中略）積極的な財政政策をとりさえすればこれは埋めることがで
きるという（中略）。しかしこれは、日本経済存立の基本的な条件が、石油危機を境とし
て根本的に変わったことをすなおに認めようとしない、むりにこの事実から目をそらして
いる」（同書、ｐ２０３）

• 「経済の成長を維持できる道は、省資源・省エネルギーで、われわれがどれだけ国際収支
に赤字を出さないで経済成長を実現できるか、そのためのイノベーションをどれだけ実現
できるかに、基本的にはかかっている」（同書、ｐ２０８）
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（参考）バブル崩壊後の失われた30年

［需要落ち込み型不況の場合］

後退期

［バブル崩壊後の景気対策］

回復期

後退期

（注）－－－は。財政出動なかりし嚇合。

回復期
バブル期
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